
2月 11日・建国記念の日
（如月） FEBRUARY

海外取引企業等に対する二重課税を回避する一方、脱税の防止
を図るために、２国間で締結する協定が租税条約。昨年11月には
香港との間で協定を締結しています。国税庁によると、日本の税
務当局が平成21年4月〜22年3月までの1年間に行った租税条約に
基づく税務情報の交換件数は50万件にのぼっています。
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2 2011

ワンポイント

2月の税務と労務

租税条約に基づく情報交換

国　税／平成22年分所得税の確定
申告 2月16日〜3月15日
（還付申告は申告期間前で

も受け付けられます）
国　税／贈与税の申告

2月1日〜3月15日
国　税／1月分源泉所得税の納付

2月10日
国　税／12月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等）2月28日

国　税／6月決算法人の中間申告
2月28日

国　税／3月、6月、9月決算法人の
消費税等の中間申告
（年3回の場合） 2月28日

国　税／決算期の定めのない人格
なき社団等の法人税の確定
申告及び納付 2月28日

地方税／固定資産税の第 4期分の
納付
市町村の条例で定める日
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2月号 2

仕
事
中
ま
た
は
通
勤
途
上
に
お
い

て
、
他
人
の
行
為
や
他
所
の
建
設
設

備
な
ど
が
原
因
で
、
ケ
ガ
を
す
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
に
政
府
、

事
業
主
、
被
災
労
働
者
以
外
の
行
為

に
よ
り
発
生
し
た
も
の
で
あ
っ
て
、

労
災
保
険
の
被
災
労
働
者
等
に
対
し

て
、
第
三
者
（
加
害
者
）
が
損
害
賠

償
の
義
務
を
有
し
て
い
る
も
の
を

「
第
三
者
行
為
災
害
」
と
い
い
ま
す
。

こ
の
第
三
者
行
為
災
害
の
し
く
み
、

調
整
方
法
な
ど
に
つ
い
て
、
解
説
し

ま
す
。

第
三
者
行
為
災
害
の
し
く
み

第
三
者
の
行
為
に
よ
り
労
働
者
が

被
災
し
た
と
き
は
、
そ
の
被
災
者
は

第
三
者
に
対
し
て
損
害
賠
償
請
求
権

を
取
得
す
る
と
同
時
に
労
災
保
険
に

か
か
る
給
付
の
請
求
権
も
取
得
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
場

合
、
重
複
し
て
受
け
る
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん
の
で
、
被
災
者
は
い
ず
れ
を

先
に
受
け
る
か
を
選
択
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

被
災
者
に
対
す
る
損
害
の
補
て
ん

は
、
第
三
者
が
負
担
す
べ
き
も
の
と

考
え
ら
れ
、
先
に
労
災
保
険
に
請
求

し
給
付
を
受
け
る
場
合
は
、
政
府
は

被
災
者
が
第
三
者
に
対
し
て
有
す
る

損
害
賠
償
請
求
権
を
保
険
給
付
を
す

る
代
わ
り
に
代
位
取
得
し
、
政
府
が

取
得
し
た
損
害
賠
償
請
求
権
を
第
三

者
や
損
害
保
険
会
社
等
に
直
接
行
使

し
ま
す
。
こ
れ
を
求
償
と
い
い
ま
す
。

反
対
に
、
第
三
者
の
損
害
賠
償

（
自
動
車
事
故
の
場
合
は
自
賠
責
保
険

等
）
が
労
災
保
険
の
給
付
よ
り
先
に

行
わ
れ
た
場
合
で
あ
っ
て
、
第
三
者

か
ら
同
一
の
事
由
に
つ
き
損
害
賠
償

を
受
け
た
と
き
は
、
政
府
は
、
そ
の

価
額
の
限
度
で
労
災
保
険
の
給
付
を

行
い
ま
せ
ん
。
こ
れ
を
控
除
と
い
い

ま
す
。

先
に
保
険
給
付
を
受
け
た
い
と
き

治
療
費
が
損
害
保
険
会
社
か
ら
支

払
わ
れ
る
ま
で
時
間
が
か
か
る
な
ど

の
理
由
で
、
先
に
労
災
保
険
か
ら
保

険
給
付
を
受
け
た
い
と
き
に
は
、
先

行
を
希
望
す
る
給
付
の
種
類
（
療
養

給
付
に
○
印
を
す
る
）、
先
行
理
由
な

ど
を
記
入
し
て
「
労
災
保
険
先
行
願

（
通
災
用
）」
を
提
出
し
ま
す
。

な
お
、
労
災
保
険
で
治
療
を
受
け

る
た
め
に
は
、
労
災
指
定
病
院
等
に

「
療
養
給
付
た
る
療
養
の
給
付
請
求

書
」（
様
式
第
16
号
の
３
）
を
提
出
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

示
談
に
あ
た
っ
て
の
留
意
点

示
談
と
は
、
被
災
者
が
交
通
事
故

に
よ
る
不
法
行
為
な
ど
に
よ
っ
て
第

三
者
か
ら
損
害
を
受
け
た
こ
と
に
よ

り
損
害
賠
償
請
求
権
が
発
生
し
た
場

合
、
第
三
者
と
の
合
意
に
基
づ
い
て

早
期
に
解
決
す
る
こ
と
を
い
い
、「
当

事
者
の
話
し
合
い
に
よ
り
互
い
に
譲

歩
し
、
か
つ
、
納
得
で
き
る
額
に
折

り
合
う
た
め
に
行
わ
れ
る
」
も
の
で

す
の
で
、
そ
の
全
部
ま
た
は
一
部
を

自
由
に
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

労
災
保
険
の
給
付
を
受
け
ら
れ
る

被
災
者
が
、
安
易
な
示
談
に
よ
っ
て
、

労
災
保
険
か
ら
本
来
受
け
ら
れ
る
給

付
金
を
下
回
っ
て
示
談
す
る
と
、
被

災
者
が
有
す
る
損
害
賠
償
請
求
権
を

放
棄
し
て
い
る
た
め
、
以
後
、
労
災

保
険
を
請
求
し
て
も
保
険
給
付
は
受

け
ら
れ
な
く
な
っ
た
り
、
既
に
受
給

し
て
い
る
場
合
は
返
還
を
求
め
ら
れ

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
、
こ
れ
を

回
避
す
る
た
め
に
も
、
添
付
す
る
念

書
（
兼
同
意
書
）
は
そ
の
内
容
を
十

分
に
理
解
し
た
上
で
提
出
す
る
こ
と

が
大
切
で
す
。

被
災
者
と
第
三
者
間
で
、
被
災
者

の
有
す
る
全
て
の
損
害
賠
償
に
つ
い

て
の
示
談
（
全
部
示
談
）
が
、
真
正

に
（
錯
誤
や
脅
迫
な
ど
で
は
な
く
両

当
事
者
の
真
意
に
よ
る
こ
と
）
成
立

し
、
受
給
権
者
が
示
談
額
以
外
の
損

害
賠
償
の
請
求
権
を
放
棄
し
た
場
合
、

政
府
は
、
原
則
と
し
て
そ
れ
以
後
の

労
災
保
険
の
給
付
を
行
わ
な
い
こ
と

と
な
っ
て
い
ま
す
。



3 2月号

自
賠
先
行
の
メ
リ
ッ
ト

第
三
者
行
為
災
害
が
自
動
車
事
故

に
よ
る
場
合
は
、
一
定
額
ま
で
は
自

賠
責
保
険
か
ら
も
受
け
ら
れ
ま
す
が
、

労
災
保
険
と
の
間
で
支
給
調
整
が
行

わ
れ
ま
す
。
こ
の
調
整
方
法
は
、
自

賠
責
保
険
先
行
を
原
則
と
し
、
損
害

額
が
保
険
金
額
を
超
え
た
場
合
に
労

災
保
険
の
給
付
を
行
う
と
い
う
も
の

で
す
が
、
優
先
順
位
は
、
被
災
者
等

が
自
由
に
選
べ
ま
す
。

自
賠
先
行
（
先
に
自
賠
責
保
険
等

か
ら
の
保
険
金
支
払
を
受
け
る
こ
と

を
い
う
）
の
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
、
次

の
も
の
が
あ
り
ま
す
。
選
択
に
当
た

っ
て
は
考
慮
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

a

仮
渡
金
制
度
や
内
払
金
制
度
が

あ
り
、
こ
れ
を
利
用
す
る
こ
と
に

よ
り
損
害
賠
償
額
の
支
払
が
速
や

か
に
行
わ
れ
ま
す
。
こ
の
場
合
は
、

自
賠
責
保
険
等
の
損
害
賠
償
金
等

支
払
証
明
書
ま
た
は
保
険
金
支
払

通
知
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

s

自
賠
責
保
険
等
は
労
災
保
険
の

給
付
内
容
よ
り
範
囲
が
広
く
、
か

つ
、
給
付
水
準
も
高
い
た
め
労
災

保
険
で
は
給
付
が
行
わ
れ
な
い
慰

謝
料
が
払
わ
れ
ま
す
。

休
業
特
別
支
給
金

休
業
特
別
支
給
金
は
、
労
働
者
が
仕

事
中
ま
た
は
通
勤
途
中
の
ケ
ガ
や
病

気
の
療
養
の
た
め
労
働
す
る
こ
と
が

で
き
ず
、
そ
の
た
め
賃
金
を
受
け
ら

れ
な
い
と
き
に
、
そ
の
療
養
生
活
の

支
援
を
図
る
目
的
で
、
休
業
日
の
第

四
日
目
か
ら
、
休
業
補
償
給
付
ま
た

は
休
業
給
付
の
受
給
権
者
に
対
し
て

支
給
さ
れ
る
社
会
復
帰
促
進
等
事
業

の
ひ
と
つ
で
、
労
災
保
険
の
保
険
給

付
に
は
含
ま
れ
ま
せ
ん
。

し
た
が
っ
て
、
損
害
賠
償
金
等
と

の
支
給
調
整
は
行
わ
れ
な
い
こ
と
に

な
り
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
損
害
保
険
会
社
か

ら
一
〇
〇
％
の
休
業
補
償
が
行
わ
れ

て
い
た
と
し
て
も
、
政
府
に
休
業
特

別
支
給
金
の
申
請
を
す
れ
ば
、
一
日

に
つ
き
給
付
基
礎
日
額
の
二
〇
％
相

当
額
が
支
給
さ
れ
、
結
果
的
に
一
二

〇
％
の
補
償
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

自
転
車
に

ぶ
つ
け
ら
れ
た
と
き
な
ど

通
勤
途
中
で
自
転
車
に
ぶ
つ
け
ら
れ

た
と
き
や
飼
い
犬
に
か
ま
れ
た
と
き

な
ど
は
、
被
害
者
は
そ
の
ケ
ガ
の
治

療
費
や
休
業
補
償
な
ど
に
か
か
っ
た

費
用
は
、
労
災
保
険
と
第
三
者
の
双

方
か
ら
損
害
賠
償
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
ま
す
の
で
、
こ
の
場
合
も
支
給

調
整
が
行
わ
れ
ま
す
。

ち
な
み
に
、
加
害
者
に
な
る
と
、
自

動
車
保
険
が
適
用
さ
れ
な
い
自
転
車

事
故
や
犬
の
咬
傷
な
ど
に
よ
る
治
療

費
等
は
、
慰
謝
料
、
見
舞
金
な
ど
も

含
め
て
国
か
ら
加
害
者
に
請
求
さ
れ

ま
す
の
で
、
留
意
す
べ
き
で
し
ょ
う
。

中
学
生
や
高
校
生
な
ど
の
家
族
が
加

害
者
に
な
る
事
故
が
急
増
し
て
い
ま

す
の
で
、
民
間
の
保
険
に
加
入
す
る

等
し
て
安
心
を
得
る
の
も
ひ
と
つ
の

方
法
か
と
思
い
ま
す
。

た
と
え
ば
、
自
動
車
保
険
に
入
っ
て

い
る
人
は
、
年
間
千
円
前
後
の
負
担

で
特
約
を
つ
け
る
こ
と
が
で
き
る
保

険
も
あ
る
よ
う
で
す
。
自
動
車
保
険

に
入
っ
て
い
な
い
人
は
、
家
族
全
員

を
対
象
に
し
た
傷
害
保
険
や
本
人
の

み
を
対
象
に
し
た
傷
害
保
険
に
入
る

方
法
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
傷
害
保
険
は
、
基
本
契
約

（
死
亡
・
後
遺
障
害
が
残
っ
た
と
き
、

入
院
な
ど
し
た
と
き
に
保
険
金
が
支

払
わ
れ
る
も
の
）
の
ほ
か
に
、
誤
っ

て
他
人
に
ケ
ガ
を
さ
せ
た
り
、
他
人

の
も
の
に
損
害
を
与
え
て
、
損
害
賠

償
責
任
を
負
っ
た
と
き
に
保
険
金
が

支
払
わ
れ
る
個
人
賠
償
責
任
保
険

（
自
己
負
担
な
し
）
が
特
約
で
つ
い
て

い
る
も
の
が
あ
り
ま
す
。

第
三
者
行
為
災
害
が

発
生
し
た
と
き
の
手
続
き

第
三
者
行
為
災
害
が
発
生
し
た
と

き
に
は
、
次
の
書
類
を
提
出
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

a

第
三
者
行
為
災
害
届
（
通
勤
災

害
・
交
通
事
故
）

s

示
談
が
行
わ
れ
た
場
合
は
示
談

書
の
謄
本
（
写
し
可
）

d

念
書
（
兼
同
意
書
）

f

通
勤
災
害
に
関
す
る
事
項

g

先
に
保
険
給
付
を
受
け
た
い
と

き
は
、「
労
災
保
険
先
行
願
（
通
災

用
）」

h

交
通
事
故
証
明
書
（
自
動
車
安

全
運
転
セ
ン
タ
ー
の
交
付
証
明
を

受
け
た
も
の
）

j

仮
渡
金
ま
た
は
賠
償
金
を
受
け

て
い
る
場
合
は
、
自
賠
責
保
険
等

の
損
害
賠
償
金
等
支
払
証
明
書
ま

た
は
保
険
金
支
払
通
知
書



2月号 4

雇
用
調
整
助
成
金
・
中
小
企
業
緊

急
雇
用
安
定
助
成
金
は
、
経
済
上
の

理
由
に
よ
り
事
業
活
動
の
縮
小
を
余

儀
な
く
さ
れ
た
事
業
主
が
、
労
働
者

の
雇
用
を
維
持
す
る
た
め
に
休
業
等

を
行
っ
た
際
に
、
そ
の
費
用
の
一
部

を
助
成
す
る
制
度
で
す
。

こ
の
支
給
要
件
が
緩
和
さ
れ
て
、

最
近
の
急
激
な
円
高
の
影
響
に
よ

り
、
生
産
量
の
回
復
が
遅
れ
て
い
る

事
業
主
の
雇
用
維
持
を
支
援
す
る
た

め
、
以
下
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る

場
合
に
は
、
昨
年
十
二
月
か
ら
雇
用

調
整
助
成
金
等
の
対
象
と
さ
れ
ま
し

た
。

a

円
高
の
影
響
に
よ
り
生
産
量
が

減
少
し
た
こ
と
。

s

直
近
三
カ
月
の
生
産
量
が
三
年

前
の
同
時
期
に
比
べ
一
五
％
以
上

減
少
し
て
い
る
こ
と
。

d

直
近
の
決
算
等
の
経
常
損
益
が

赤
字
で
あ
る
こ
と
。

昼間学生の雇用保険の適用

学生、生徒などであって、通信教育を
受けている者、大学の夜間の学部及び高
等学校の夜間または定時制の課程以外の
者（昼間学生という）が夜間等に就労し
た場合または各種学校の学生であって、
授業の時間、課程の内容等からみて昼間
学生と同様の状態にあると認められる場
合は、適用事業所に雇用されても、雇用
保険上の被保険者となることはできませ
ん。

ただし、次に掲げる者は被保険者とな
ります。
① 卒業見込証明書を有する者であって、
卒業前に就職し、卒業後も引き続きそ
の事業所に勤務する予定の者

② 休学中の者または一定の出席日数を
課程修了の要件としない学校に在学す
る者であって、その事業において同種
の業務に従事する通常の労働者と同様
に勤務すると認められる者

新卒枠で
既卒者を雇い入れたとき

卒業後も就職活動をしている新卒者（中
学・高校・高専・短大・大学・大学院・専
修学校を卒業後３年以内の者）をハローワ
ークまたは新卒応援ハローワークからの紹
介で、原則として３カ月の有期雇用として
雇い入れ、その後正規雇用（雇用期間の定
めのない雇用であって、１週間の所定労働
時間が通常の労働者と同程度である労働契
約を締結し、雇用保険の一般被保険者（週
の所定労働時間が30時間未満の者を除く）
として雇用すること）に移行させた事業主
には、「３年以内既卒者トライアル雇用奨
励金」が支給されます。

対象となる未内定新卒者は、①平成20年
３月以降の新規学卒者で就職先が未決定で
あり、②卒業後１年以上継続して同一の事
業主に正規雇用された経験がない40歳未満
の者であって、③ハローワーク等に求職登

録を行っているが就職先が未決定で、正規
雇用の実現のためには既卒者トライアル雇
用を経ることが適当であるとハローワーク
が認める者です。

支給額は、対象者１人につき有期雇用期
間（原則３カ月）は月額10万円、有期雇用
終了後の正規雇用での雇入れは50万円（１
回限り）です。
この他、卒業後３年以内の既卒者（１年

以上継続して同一の事業主に正規雇用され
た経験がない中卒、高卒を除く者）も応募
可能な新卒求人をハローワーク等に提出
し、それらからの職業紹介により、トライ
アル雇用せずに新たに雇い入れたときに支
給される「３年以内既卒者（新卒扱い）採
用拡大奨励金」も併せて創設されました。

支給額は100万円（同一事業所に１回限
り）で、正規雇用での雇入れから６カ月経
過後に支給されます。
なお、これらの奨励金は、平成23年度末

までの時限措置です。

雇
用
調
整
助
成
金
等
の
要
件
が
緩
和


